
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
通信回線を介して自動取引装置と接続する連続取引自動投入装置であって、
終了した取引処理の次に実行すべき取引処理の情報が記録される次回取引記録部と、
自動取引装置から通信回線を介して、後続の取引処理を実行すべき旨の要求を受信する取
引要求受信手段と、
取引要求受信手段が前記要求を受信した場合には、次回取引記録部に記録された取引処理
を実行し、次に実行すべき取引処理が存在するならば、その取引処理の情報を次回取引記
録部に記録する取引処理実行手段と、
通信回線を介して自動取引装置に、取引処理の結果を示す取引応答を送信する取引応答送
信手段とを備え、
取引応答送信手段は、取引処理実行手段が次に実行すべき取引処理の情報を次回取引記録
部に記録した場合には、取引応答に後続取引処理が存在する旨の情報を加えて送信する
ことを特徴とする連続取引自動投入装置。
【請求項２】
後続の取引処理を実行すべき旨の要求および後続取引処理が存在する旨の情報は、次回取
引記録部に記録された取引処理の種類に関わらず定型の情報であることを特徴とする請求
項１記載の連続取引自動投入装置。
【請求項３】
次に実行すべき取引処理の情報が記録される次回取引記録部を備えた連続取引自動投入装

10

20

JP 3601444 B2 2004.12.15



置と通信回線を介して接続する自動取引装置であって、
通信回線を介して連続取引自動投入装置に、後続の取引処理を実行すべき旨の要求を送信
する取引要求送信手段と、
連続取引自動投入装置から通信回線を介して、取引処理の結果を示す取引応答を受信する
取引応答受信手段とを備え、
取引要求送信手段は、取引応答受信手段が取引応答と後続取引処理が存在する旨の情報と
を受信した場合に、前記要求を送信する
ことを特徴とする自動取引装置。
【請求項４】
後続の取引処理を実行すべき旨の要求および後続取引処理が存在する旨の情報は、次回取
引記録部に記録された取引処理の種類に関わらず定型の情報であることを特徴とする請求
項３記載の自動取引装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、顧客が一回の操作を行うだけで複数の連続する取引処理を行う連続取引自動投
入装置および自動取引装置に関し、特に、相互の通信量を少なくする連続取引自動投入装
置および自動取引装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
金融機関等において入金や出金等の取引をする場合に、顧客は自動取引装置を操作して各
種の取引処理を行う。自動取引装置およびホストコンピュータは、相互に通信を行い顧客
に指示された取引処理を実行する。複数の取引を行う際に取引毎に自動取引装置を操作し
なければならないとすると、顧客は同一内容の入力を繰り返さなければならず、操作負担
が大きくなる。また、顧客の操作時間が増えるので、自動取引装置の運用効率が低下して
しまうという問題があった。
【０００３】
この問題を解決するため、従来は、図４に示す連続取引自動投入装置（ホストコンピュー
タ）により、一回の操作で複数の取引処理を行うシステムを実現していた。連続取引自動
投入装置６１において、制御部６２は、記憶装置６３が記憶する各プログラムにしたがい
、各処理を実行する。回線接続部６７は、通信回線を介して自動取引装置（図４において
図示せず。）との間で情報を送受信する。
【０００４】
コントロールプログラム６４は、自動取引装置からの要求に応じたプログラム（プログラ
ム６５ａ，６５ｂ等）を呼び出し、制御部６２に実行させる。また、コントロールプログ
ラム６４は、続いて実行すべき処理の情報を予め保持し、制御部６２は、次に実行すべき
処理の要求を自動取引装置に送信する。例えば、コントロールプログラム６４は、入金取
引処理に続いて、記帳されていない通帳に対する記帳処理（以下、未記帳明細記帳取引処
理と記す。）を実行すべきとの情報を予め保持する。そして、制御部６２はコントロール
プログラム６４にしたがって、入金取引処理終了後に、未記帳明細記帳取引処理の要求を
自動取引装置に送信する。自動取引装置は、次に実行すべき処理の要求を受信し、さらに
その要求を連続取引自動投入装置６１に送信する。連続取引自動投入装置６１のコントロ
ールプログラム６４は、自動取引装置から受信した要求に応じたプログラムを呼び出し、
制御部６２に実行させる。
【０００５】
図５は、顧客による一回の操作に応じて、従来の連続取引自動投入装置６１および自動取
引装置が複数の処理を行うときの動作の例を示す説明図である。ここでは、顧客が一回操
作を行い、この操作に応じて入金取引処理と未記帳明細記帳取引処理とを行う場合の例を
示す。
【０００６】
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まず、自動取引装置は、顧客から現金や通帳等を投入されるとともに、入金指示を入力さ
れる（ステップＳ７１）。続いて、自動取引装置は、通信回線を介して連続取引自動投入
装置６１に入金取引要求を送信する。連続取引自動投入装置６１がこの要求を受信すると
（ステップＳ７２）、コントロールプログラム６４が入金取引処理プログラム６５ａを呼
び出し、入金取引処理を実行する（ステップＳ７３）。入金取引処理として、顧客の預金
額データの更新等を行う。コントロールプログラム６４は、入金取引処理の後に未記帳明
細記帳取引処理を実行すべきという情報を予め保持する。制御部６２は、この情報に基づ
いて、ステップＳ７３の後に、入金取引応答とともに未記帳明細記帳取引処理の要求を自
動取引装置に送信する（ステップＳ７４）。取引応答とは、各取引処理の実行結果を示す
情報であり、入金取引応答は入金取引処理の実行結果を示す。
【０００７】
自動取引装置は、入金取引応答に応じて、投入された現金を現金格納部に格納する等の処
理を行う（ステップＳ７５）。その後、ステップＳ７４において受信した未記帳明細記帳
取引要求を送信し、連続取引自動投入装置６１は、この要求を受信する（ステップＳ７６
）。コントロールプログラム６４は、この要求に基づいて未記帳明細記帳取引処理プログ
ラム６５ｂを呼び出し、未記帳明細記帳取引処理を行う（ステップＳ７７）。ステップＳ
７７では、通帳に印字すべきデータを作成する。そして、未記帳明細記帳取引応答を自動
取引装置に送信する（ステップＳ７８）。未記帳明細記帳取引応答は、未記帳明細記帳取
引処理の結果を示す情報であり、ステップＳ７８で作成されたデータを含む。自動取引装
置は、この応答に応じて入金処理結果を通帳に印字し、通帳を排出する（ステップＳ７９
）。
【０００８】
このような動作によれば、顧客は通帳への記帳を指示する操作を行わず、ステップＳ７４
において連続取引自動投入装置６１が自動取引装置に未記帳明細記帳取引要求を送信する
。そして、自動取引装置は、入金取引終了に伴う処理を実行した後、未記帳明細記帳取引
要求を連続取引自動投入装置６１に送り返す。したがって、顧客はステップＳ７１におい
て入金指示の操作を一回行うだけであるので、操作負担は軽減される。また、自動取引装
置の運用効率が低下することもない。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
従来の連続取引自動投入装置は、一つの処理を実行した後に、終了した処理の応答に加え
て、次に実行すべき処理の要求も自動取引装置に送信する。そして、この要求には、通帳
の持ち主を表す顧客番号や口座番号等、顧客毎に異なる情報が含まれる。例えば、ステッ
プＳ７４において、入金取引応答に加えて未記帳明細記帳取引要求も送受信され、この要
求には各顧客に対応する口座番号等の情報が含まれている。顧客毎に異なる情報を含む次
の処理の要求は、ステップＳ７４において送受信されるだけでなく、ステップＳ７６にお
いても自動取引装置から連続取引自動投入装置に送り返される。
【００１０】
その結果、従来の連続取引自動投入装置および自動取引装置では、相互に送受信するデー
タの量が多くなっていた。
【００１１】
本発明は、顧客による一回の操作に応じて複数の処理を実行する際に、相互に送受信する
データの量を少なくすることができる連続取引自動投入装置および自動取引装置を提供す
ることを目的とする。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
本発明による連続取引自動投入装置は、通信回線を介して自動取引装置と接続する連続取
引自動投入装置であって、終了した取引処理の次に実行すべき取引処理の情報が記録され
る次回取引記録部と、自動取引装置から通信回線を介して、後続の取引処理を実行すべき
旨の要求を受信する取引要求受信手段と、取引要求受信手段が前記要求を受信した場合に
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は、次回取引記録部に記録された取引処理を実行し、次に実行すべき取引処理が存在する
ならば、その取引処理の情報を次回取引記録部に記録する取引処理実行手段と、通信回線
を介して自動取引装置に、取引処理の結果を示す取引応答を送信する取引応答送信手段と
を備え、取引応答送信手段は、取引処理実行手段が次に実行すべき取引処理の情報を次回
取引記録部に記録した場合には、取引応答に後続取引処理が存在する旨の情報を加えて送
信することを特徴とする。
【００１３】
この連続取引自動投入装置において、後続の取引処理を実行すべき旨の要求および後続取
引処理が存在する旨の情報は、次回取引記録部に記録された取引処理の種類に関わらず定
型の情報である。
【００１４】
また、本発明による自動取引装置は、次に実行すべき取引処理の情報が記録される次回取
引記録部を備えた連続取引自動投入装置と通信回線を介して接続する自動取引装置であっ
て、通信回線を介して連続取引自動投入装置に、後続の取引処理を実行すべき旨の要求を
送信する取引要求送信手段と、連続取引自動投入装置から通信回線を介して、取引処理の
結果を示す取引応答を受信する取引応答受信手段とを備え、取引要求送信手段は、取引応
答受信手段が取引応答と後続取引処理が存在する旨の情報とを受信した場合に、前記要求
を送信することを特徴とする。
【００１５】
この自動取引装置において、後続の取引処理を実行すべき旨の要求および後続取引処理が
存在する旨の情報は、次回取引記録部に記録された取引処理の種類に関わらず定型の情報
である。
【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態を図面を参照して説明する。
図１は、本発明による連続取引自動投入装置の実施の一形態を示すブロック図である。連
続取引自動投入装置１は、自動取引装置（図１において図示せず。）からの要求に応じて
各種の取引処理を実行するホストコンピュータとしての役割を果たす。
【００１７】
制御部２は、記憶装置３が記憶する各プログラムにしたがい、各取引処理を実行する。記
憶装置３は、コントロールプログラム４および各取引処理プログラムを記憶する。また、
記憶装置３は、次回取引記録部６を備える。次回取引記録部６は、１つの取引処理が終了
したときに、次に実行すべき取引処理の情報が記録される領域である。回線接続部７は、
通信回線を介して自動取引装置との間で情報を送受信する。
【００１８】
コントロールプログラム４は、自動取引装置からの要求に応じた取引処理プログラム（プ
ログラム５ａ～５ｃ等）を呼び出し、制御部２に実行させる。また、コントロールプログ
ラム４は、取引処理毎に、その取引処理に続いて実行すべき取引処理の情報を予め保持す
る。取引処理終了後、続けて実行すべき処理が存在しない場合には、その取引処理につい
ては次に実行すべき取引処理が存在という情報を保持する。
【００１９】
制御部２は、呼び出した各取引処理プログラムにしたがい処理を終了したときには、コン
トロールプログラム４にしたがって、後続の取引処理を実行する必要があることを示す情
報を次回取引記録部６に記録する。次回取引記録部６には、次の取引種類を特定する情報
の他に、次の取引処理に用いる情報（顧客番号や口座番号等）も記録する。制御部２があ
る取引処理を終了した場合、コントロールプログラム４が、その次に実行すべき取引処理
はないという情報を保持しているならば、制御部２は次回取引記録部６への記録を行わな
い。
【００２０】
また、制御部２は、一つの取引処理が終了し、次回取引記録部６に後続取引処理の情報を
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記録したならば、終了した処理の応答に後続取引処理が存在する旨の情報を加えて、通信
回線を介して自動取引装置に送信する。後続取引処理が存在する旨の情報は、次に行うべ
き取引処理の種類を具体的に特定せず、また、顧客番号や口座番号等の顧客に対応した情
報は含まない。したがって、後続取引処理が存在する旨の情報は、次回取引記録部６に記
録された取引処理の種類に関わらず、定型の情報である。
【００２１】
制御部２は、一つの取引処理が終了した後に、次に実行すべき処理が存在しないならば、
終了した処理の応答に後続取引処理が存在しない旨の情報を加えて自動取引装置に送信す
る。
【００２２】
また、連続取引自動投入装置１が自動取引装置から後続取引要求を受信したならば、制御
部２は次回取引記録部６に記録されている情報に基づいて取引処理を実施する。ここで、
後続取引要求は、後続の取引処理を実施すべき旨の要求であり、具体的に取引種類を特定
する情報や顧客の口座番号等は含まない。すなわち、後続取引要求は、次回取引記録部６
に記録された処理に依存しない定型の情報である。
【００２３】
この実施の形態では、取引要求受信手段および取引応答送信手段は、ともに、制御部２、
コントロールプログラム４、および回線接続部７によって実現される。取引処理実行手段
は、制御部２、コントロールプログラム４、取引処理プログラム５ａ～５ｃによって実現
される。
【００２４】
図２は、本発明による自動取引装置の実施の一形態を示すブロック図である。自動取引装
置２１は、顧客から入金や振り込みを受け付けたり、顧客に現金を支払うＡＴＭ（Ａｕｔ
ｏｍａｔｉｃ　Ｔｅｌｌｅｒ　Ｍａｃｈｉｎｅ）としての役割を果たす。
【００２５】
制御部２２は、記憶装置２３が記憶するプログラムにしたがい、自動取引装置２１を制御
する。回線接続部２４は、通信回線を介して図１に示す連続取引自動投入装置１との間で
情報を送受信する。
【００２６】
ディスプレイ２５は、顧客に対しメニュー等を表示する。操作部２５はタッチパネル等で
構成され、顧客からの指示等が入力される。通帳印字部２７は、通帳に入金金額や出金金
額等の情報を印字する。カードリードライト部２８は、顧客の口座カードの読み取りや書
き込みを行う。現金計数部２９は、入金された現金や出金する現金を計数する。現金格納
部３０は、入金された現金を格納する金庫である。
【００２７】
制御部２２は、顧客からの指示に応じた取引処理要求を連続取引自動投入装置１に送信す
る。例えば、現金、通帳、および口座カードが投入され、操作部２６に入金取引処理の指
示が入力されたならば、入金取引要求を送信する。
【００２８】
また、連続取引自動投入装置１から、各取引の応答と後続取引処理が存在する旨の情報と
を受信した場合には、制御部２２は取引処理終了に伴う処理を行い、後続取引要求を連続
取引自動投入装置１に送信する。連続取引自動投入装置１から、各取引の応答と後続取引
処理が存在しない旨の情報とを受信した場合には、制御部２２は取引処理終了に伴う処理
を行う。ただし、連続取引自動投入装置１には情報を送信しない。
【００２９】
なお、取引処理終了に伴う処理は、終了した取引によって異なる。例えば、入金取引処理
の終了に伴う処理として、制御部２２は、投入された現金を現金格納部３０に格納し、入
金取引が終了したことをディスプレイ２５に表示する。そして、入金取引の内容を記憶装
置２３に記録する。また、例えば、未記帳明細記帳取引処理の終了に伴う処理として、制
御部２２は、通帳印字部２５に通帳への印字を行わせ、通帳を排出する。
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【００３０】
この実施の形態では、取引要求送信手段および取引応答受信手段は、ともに、制御部２２
、記憶装置２３が記憶するプログラム、回線接続部２４によって実現される。
【００３１】
次に、顧客による一回の操作に応じて、本発明による連続取引自動投入装置１および自動
取引装置２１が複数の処理を行う場合の動作の例を示す。図３は、一回の操作に対して、
入金取引処理および未記帳明細記帳取引処理を行うときの動作の例を示す。
【００３２】
この例において、コントロールプログラム４は、入金取引処理に続いて未記帳明細記帳取
引処理を実行するという情報を予め保持する。また、未記帳明細記帳取引処理の後には、
続けて実行すべき処理はないという情報を予め保持する。
【００３３】
まず、自動取引装置２１は、操作部２６を介して顧客から入金取引の指示を入力される（
ステップＳ４１）。顧客は入金取引を指示する操作を行う際、現金、通帳、および口座カ
ードを投入する。ステップＳ４１において、カードリードライト部２８は、口座カードか
ら顧客番号や口座番号等の情報を読み出す。また、現金計数部２９は、投入された現金を
計数する。
【００３４】
次に、自動取引装置２１は、通信回線を介して連続取引自動投入装置１に入金取引要求を
送信する。入金取引要求には、顧客番号、口座番号、計数した金額等の情報も含まれる。
連続取引自動投入装置１は、この要求を受信し（ステップＳ４２）、入金取引処理を実行
する（ステップＳ４３）。ステップＳ４３において、コントロールプログラム４は入金取
引処理プログラム５ａを呼び出す。制御部２は入金取引処理プログラム５ａにしたがい、
顧客番号および口座番号により特定される預金額データを更新する。
【００３５】
制御部２は、入金取引処理の次に未記帳明細記帳取引処理を実行するという情報に基づい
て、未記帳明細記帳取引処理を実行する必要があることを示す情報を次回取引記録部６に
記録する（ステップＳ４４）。このとき、顧客番号や口座番号等の未記帳明細記帳取引処
理において用いる処理も記録する。
【００３６】
次に、制御部２は、入金取引応答に後続取引処理が存在する旨の情報を加えて、通信回線
を介して自動取引装置２１に送信する（ステップＳ４５）。後続取引処理が存在する旨の
情報は、次に行うべき処理を具体的に特定せず、顧客に対応した情報は含まない定型の情
報である。したがって、次に未記帳明細記帳取引処理を実行するという情報や、顧客番号
、口座番号等の情報は含まない。
【００３７】
自動取引装置２１の制御部２２は、受信した入金取引応答に応じて、入金取引処理終了に
伴う処理を実行する（ステップＳ４６）。すなわち、投入された現金を現金格納部３０に
格納し、入金取引が終了したことをディスプレイ２５に表示する。また、入金取引の内容
を記憶装置２３に記録する。
【００３８】
ステップＳ４５において後続取引処理が存在する旨の情報を受信しているので、制御部２
２は、ステップＳ４６の後に後続取引要求を連続取引自動投入装置１に送信する（ステッ
プＳ４７）。後続取引要求も、次に実行する取引処理の種類、顧客番号、口座番号等の情
報は含まない定型の情報である。
【００３９】
連続取引自動投入装置１の制御部２は、後続取引要求を受信したならば、次回取引記録部
６から、次に実行すべき処理の情報を読み出す（ステップＳ４８）。ステップＳ４４では
未記帳明細記帳取引処理を実行する必要があることを示す情報、顧客番号、口座番号等を
記録したので、これらの情報を読み出す。コントロールプログラム４はこの情報に基づい
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て未記帳明細記帳取引処理プログラム５ｂを呼び出し、制御部２はこのプログラムにした
がって未記帳明細記帳取引処理を実行する（ステップＳ４９）。すなわち、通帳に印字す
べきデータを作成する。
【００４０】
未記帳明細記帳取引処理の次に実行すべき処理はないという情報が予め保持されているの
で、制御部２はステップＳ４９の後、次回取引記録部６への記録を行わない。制御部２は
、未記帳明細記帳取引応答に後続取引処理が存在しない旨の情報を加えて自動取引装置２
１に送信する（ステップＳ５０）。未記帳明細記帳取引応答には、通帳に印字すべきデー
タも含まれる。
【００４１】
自動取引装置２１の制御部２２は、受信した未記帳明細記帳取引応答に応じて、未記帳明
細記帳取引処理終了に伴う処理を実行する（ステップＳ５１）。すなわち、通帳印字部２
５に通帳への印字を行わせ、通帳を排出する。
【００４２】
従来の連続取引自動投入装置は、図５に示すステップＳ７４のように、次に実行すべき取
引処理の種類を特定してその要求を送信する。そして、この要求には、顧客番号や口座番
号等、顧客毎に異なる情報が含まれる。一方、本発明による連続取引自動投入装置は、図
３に示すステップＳ４５のように、後続取引処理が存在する旨の定型の情報を送信し、こ
の情報には後続取引処理の種類や口座番号等の情報が含まれていない。
【００４３】
同様に、従来の自動取引装置は、図５に示すステップＳ７６のように、取引処理の種類ま
で特定してその要求を送信し、この要求には口座番号等の情報が含まれる。一方、本発明
による自動取引装置は、図３に示すステップＳ４７のように、具体的に取引種類を特定す
る情報や顧客の口座番号等は含まない定型の情報（後続取引要求）を送信する。
【００４４】
したがって、本発明によれば、顧客による一回の操作に応じて複数の処理を実行する際に
、相互に送受信するデータの量を少なくすることができる。
【００４５】
また、取引処理の際には、コントロールプログラム４が取引処理プログラムを呼び出して
、独立した取引処理を行う。したがって、各取引処理プログラムの独立性を高めることが
でき、オブジェクト指向との親和性を高めることができる。
【００４６】
上記の実施例では、顧客による一回の操作に対して、入金取引処理と未記帳明細記帳取引
処理とを実行する場合を示したが、一回の操作に応じて行う複数の処理は入金と記帳の組
み合わせに限定されない。例えば、顧客が出金を指示する操作を一回行い、この操作に応
じて出金取引処理と未記帳明細記帳取引処理とを実行してもよい。
【００４７】
また、一回の操作に応じて実行する取引処理は二つとは限らない。一回の操作に応じて三
つ以上の取引処理を実行することも可能である。この場合、コントロールプログラム４が
、二つ目以降の取引処理に続いて、他の取引処理を実行するという情報を予め保持してい
れば、制御部２が次回取引記録部６にその取引処理を行うことを記録し、後続取引処理が
存在する旨の情報を自動取引装置２１に送信する。したがって、顧客が操作しなくとも、
三つ以上の取引処理を実行することができる。
【００４８】
【発明の効果】
本発明によれば、連続取引自動投入装置を、終了した取引処理の次に実行すべき取引処理
の情報が記録される次回取引記録部と、自動取引装置から通信回線を介して、後続の取引
処理を実行すべき旨の要求を受信する取引要求受信手段と、取引要求受信手段が前記要求
を受信した場合には、次回取引記録部に記録された取引処理を実行し、次に実行すべき取
引処理が存在するならば、その取引処理の情報を次回取引記録部に記録する取引処理実行
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手段と、通信回線を介して自動取引装置に、取引処理の結果を示す取引応答を送信する取
引応答送信手段とを備え、取引応答送信手段は、取引処理実行手段が次に実行すべき取引
処理の情報を次回取引記録部に記録した場合には、取引応答に後続取引処理が存在する旨
の情報を加えて送信する構成とした。また、自動取引装置を、通信回線を介して連続取引
自動投入装置に、後続の取引処理を実行すべき旨の要求を送信する取引要求送信手段と、
連続取引自動投入装置から通信回線を介して、取引処理の結果を示す取引応答を受信する
取引応答受信手段とを備え、取引要求送信手段は、取引応答受信手段が取引応答と後続取
引処理が存在する旨の情報とを受信した場合に、前記要求を送信する構成とした。したが
って、連続取引自動投入装置および自動取引装置は、次に実行すべき取引処理の種類や顧
客毎に異なる情報を送受信しなくとも次の取引処理を実行することができ、相互に送受信
するデータの量を少なくすることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明による連続取引自動投入装置の実施の一形態を示すブロック図である。
【図２】本発明による自動取引装置の実施の一形態を示すブロック図である。
【図３】複数の取引処理を行う場合の動作の例を示す説明図である。
【図４】従来の連続取引自動投入装置を示すブロック図である。
【図５】複数の取引処理を行う場合の従来の動作の例を示す説明図である。
【符号の説明】
１　連続取引自動投入装置
２　制御部
３　記憶装置
４　コントロールプログラム
５ａ～５ｃ　取引処理プログラム
６　次回取引記録部
７　回線接続部
２１　自動取引装置
２２　制御部
２３　記憶装置
２４　回線接続部
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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